
 

 

 

 

 

 

 

令和５年度に管理を行う重点事務事業に係る期末評価の公表について 

 

 

このことについて、この度、令和５年度に管理を行う重点事務事業について期

末評価を実施し、その内容を取りまとめましたので、別添のとおり配布します。 
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本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

多摩都市モノレール
沿線まちづくり方針
策定事業

　多摩都市モノレールの延伸後を見据えた持続可能なまちづくりを進めるた
め、沿線の将来像等について定める、（仮称）多摩都市モノレール沿線まち
づくり方針を令和6年度までの2年間で策定する事業

9,873千円
（9,873千円）

　6月から7月にかけて開催する市民ワークショップでの意見
を踏まえ、令和6年3月末までに（仮称）多摩都市モノレール
沿線まちづくり方針の案を作成する。

目標どおり 目標どおり

立地適正化計画策定
事業

　多摩都市モノレールの延伸を見据えた持続可能な都市づくりの実現と、防
災・減災対策に取り組むための防災指針を位置付けた、立地適正化計画を令
和6年度までの2年間で策定する事業

12,203千円
（3,203千円）

　計画の策定に向けた検討委員会を設置し、令和6年3月まで
に居住誘導区域及び都市機能誘導区域の誘導施策・誘導方針
（案）を検討する。

目標どおり 目標以下

地域公共交通計画策
定事業

　多摩都市モノレール延伸を見据えた地域公共交通計画の策定に向けて、地
域の現状、課題等の調査・分析及び延伸を見据えた交通体系の見直しの検討
を行い、持続可能な公共交通サービスを提供するため、バス路線再編に関す
る基本方針を取りまとめる事業

3,025千円
（2,161千円）

　令和4年度の調査検討を踏まえ、モノレール延伸後の公共交
通の在り方について検討を進めるとともに、バス路線再編の
考え方を整理し、再編に関する基本方針を作成する。

目標どおり 目標どおり

都市核地区土地区画
整理事業

　市の都市核にふさわしいまちづくりを行うため、将来の商業核形成を誘導
するべく、住工の混在をできるだけ解消し、良好な住宅地の形成と魅力ある
まちの実現を目指して、土地区画整理の実施により道路、公園などの都市基
盤整備を行う事業

1,643,364千円
（1,207,552千円）

・都市計画道路7・5・3号線東側築造及び電線共同溝設置工事
1件を完了する。
・区画道路築造工事を完了する。
・区画道路雨水管整備工事2件を完了する。
・公共広場及び公園築造工事2件を完了する。
・今年度対象となる権利者8名の移転促進を行う。

目標どおり 目標どおり

ゼロカーボンシティ
住宅普及促進事業

　市民の住宅における省エネルギー及び再生可能エネルギー利用の普及促進
を図り、もって市内の温室効果ガス排出抑制を推進することを目的として、
遮熱性塗装工事、断熱工事、太陽光発電システム設置及び家庭用蓄電池設置
を行う市民に補助金を交付する事業

14,950千円
（14,950千円）

　令和5年6月から申請受付を開始する本制度の周知を十分に
行い、補助金の交付を適切に進める。

目標どおり 目標どおり

地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）
策定事業

　ゼロカーボンシティの実現に向けて、市域における地球温暖化対策のため
に、市民・事業者・行政が一体となって取り組むための方向性と具体策を示
す地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を令和6年度までの2年間で策定す
る事業

4,141千円
（4,141千円）

　令和6年3月までに、基礎調査をとりまとめ、令和6年度内の
計画策定に備える。

目標どおり 目標どおり

ゼロカーボンシティ
チャレンジ校補助事
業

　ゼロカーボンシティチャレンジ校に指定した第三中学校区の小・中学校3校
（第三小学校、雷塚小学校、第三中学校）において、ゼロカーボンシティの
実現に向けた取組を研究することを支援する事業

900千円
（900千円）

　「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて、地球温暖化や環
境に関する諸課題についての理解を深め、児童・生徒自らが
自発的に考え行動することを目指す。

目標どおり 目標どおり

電子申請サービス活
用促進事業

　市民サービスの利便性の向上及び業務の効率化を図るため、ぴったりサー
ビス、東京電子自治体共同運営電子申請サービス及びSaaS型電子申請受付シ
ステムを活用し、電子申請サービスの拡大を図り、行政手続のオンライン化
を推進する事業

3,180千円
（1,622千円）

　国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で示された
「地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続」
50件のうち、オンライン化未了の26の手続について、オンラ
イン化を行う。

目標以上 目標以下

文書管理システム・
電子決裁システム導
入事業

　文書管理の一元化や業務の効率化を図るため、文書管理システム及び電子
決裁システムを導入する事業

28,202千円
（1,789千円）

　令和6年1月を目標としてシステムを稼働する。 目標どおり 目標どおり

AI相談支援システム
導入事業

　相談業務の円滑な実施及び職員の負担軽減を図るため、音声認識及びデー
タ分析等により市民相談業務を支援するAIシステムを導入する事業

9,205千円
（192千円）

　令和5年10月にシステムを稼働する。 目標どおり 目標どおり

遠隔手話通訳サービ
ス導入事業

　窓口で手話通訳を必要とする聴覚障害者の支援のため、タブレット端末を
利用した遠隔手話通訳サービスを市内3か所（本庁舎、緑が丘出張所及び市民
総合センター）に導入する事業

870千円
（870千円）

　令和5年4月1日から、市内3か所（本庁舎、緑が丘出張所及
び市民総合センター）にタブレット端末を各1台設置し、遠隔
手話通訳サービスの提供を開始する。

目標どおり 目標どおり

学童クラブ登降所管
理等システム運営事
業

　保護者の利便性の向上を図るため、学童クラブにおける児童の登降所情報
の管理や保護者への連絡を電子化する事業

1,404千円
（1,404千円）

　令和5年4月からシステムの運用を開始し、システムにメー
ルアドレスを登録した保護者への児童の登所・降所時刻の通
知や学童クラブからの各種お知らせを電子メールで送信す
る。

目標以上 目標以上

令和５年度に管理を行う重点事務事業総括表

事務事業名

多摩都市モ
ノレール関
連事業

ゼロカーボ
ンシティ推
進関連事業

2

1

№ 事業の概要 本年度の目標
中間評価

（達成度）
期末評価

（達成度）

行政デジタ
ル化推進事
業

3

1



本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

事務事業名№ 事業の概要 本年度の目標
中間評価

（達成度）
期末評価

（達成度）

出産子育て応援事業

　出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発信を行うこと
を通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援と、妊娠届出や出生届出を行っ
た妊婦等に対し出産育児関連用品の購入費等の負担軽減を図る経済的支援を
一体として実施する事業

100,530千円
（1,106千円）

　令和5年4月から、伴走型支援として妊娠届出時等の各種面
談を行うとともに、経済的支援として出産・子育てギフトを
支給する。

目標どおり 目標どおり

バースデーサポート
事業

　健診等の行政が関わる機会が少ない1歳児を養育する家庭に対し、子育てに
関するアンケートを実施し、家庭状況の把握、子育て支援に係る情報提供を
行うとともに、アンケートに回答した家庭に対し、バースデー贈呈品（こど
も商品券）を配布する事業

9,956千円
（0千円）

　令和5年6月から、1歳児の誕生月の翌月にアンケートを実施
し家庭状況の把握及び子育て支援に係る情報提供を行うとと
もに、その回答確認後、バースデー贈呈品を配布する。

目標どおり 目標どおり

子どもの医療費助成
事業

　乳幼児、学齢児童に加え、高校生等の医療費の自己負担を軽減するため、
保険診療に係る医療費を助成する事業

385,430千円
（81,528千円）

・令和5年4月から高校生等医療費助成を開始する。
・子育て世帯に対する負担を更に軽減させるため、現在、所
得制限が設けられている義務教育就学児医療費助成制度（マ
ル子）について、令和5年10月1日から所得制限を撤廃する。

目標どおり 目標どおり

5
　職員一人一人の可能性を引き出す取組として、人材育成及び職場環境の整
備（メンタルヘルス対策）を推進するとともに、新たな取組について検討す
る事業

6,461千円
（6,461千円）

【人材育成】
・各種研修の実施
　新任研修等庁内研修及び東京都市町村職員研修所等への派
遣研修等、能力開発の各段階において多様な研修の機会を提
供し職員の能力開発を図る。
・職場内研修（ＯＪＴ）の強化
　ＯＪＴ指導者を配置し、業務を通じて新任職員の指導育成
を行うともに、指導者の指導力向上を図る。
・メンター制度
　新任職員の気軽な相談役・助言者として先輩職員（メン
ター）を配置し、対話を通じて新任職員の自発的成長を支援
するとともに、先輩職員の指導力向上を図る。
【メンタルヘルス対策】
・メンター制度
　本格実施に向け実施状況調査及び制度案作成等を行い、相
談しやすい職場環境の整備を推進する。
・復職プログラム制度
　各市の実施状況等調査及び制度（試行）案作成を行い、休
職者の職場復帰を支援する。
・こころの健康相談
　実施回数を増加しメンタルヘルス不調の予防対策を強化す
る。
・メンタルヘルス研修
　一般職員及び管理職を対象にメンタルヘルス研修を実施
し、意識及び技術の向上を図る。

目標どおり 目標どおり

6
　遺族の負担軽減を図るため、死亡後における各種手続の総合窓口となる
「おくやみコーナー」を設置する事業

8,869千円
（1,230千円）

　令和5年度中におくやみコーナーを設置し、運用を開始す
る。

目標どおり 目標どおり

7
　村山温泉「かたくりの湯」の現状を多角的に分析し、今後の在り方につい
て検討する事業

9,160千円
（9,160千円）

　令和5年11月までに検討委員会から市長に報告し、令和6年3
月までに市の方針を策定・公表する。

目標どおり 目標どおり

8
　地域の農業の将来の在り方や目指すべき将来の農地利用の姿を明確にし、
農地の集約化等を進めるため、地域農業経営基盤強化促進計画を令和6年度ま
での2年間で策定する事業

3,095千円
（3,095千円）

　令和6年3月までに、アンケート調査と座談会を実施し、各
取りまとめを行う。

目標どおり 目標どおり

9
　安全・安心な交通ネットワークの構築を軸としたまちづくりの展開を見据
え、道路網の拡充によるアクセス強化等を図るために、立川都市計画道路3・
4・17号桜街道線を整備する都市計画道路事業

98,077千円
（507千円）

・都市計画事業認可を取得し、補償調査及び地権者へ意向の
再確認を行う。
・土質調査、設計等及び各種協議を踏まえ整備に向けた検討
及び調整を行う。

目標どおり 目標どおり

子育て家庭
支援事業

4

榎地区まちづくり事業

おくやみコーナー設置事業

村山温泉「かたくりの湯」の在
り方検討事業

地域農業経営基盤強化促進計画
策定事業

職員の資質向上推進事業

2



本年度の予算措置

総事業費
（うち一般財源）

事務事業名№ 事業の概要 本年度の目標
中間評価

（達成度）
期末評価

（達成度）

10
　空家等に関する対策を効果的かつ効率的に推進するため、空家等対策計画
を策定する事業

8,250千円
（4,326千円）

　策定委員会及び庁内検討委員会を設置し、令和6年3月まで
に空家等対策計画を策定する。

目標どおり 目標どおり

11

　交通処理の円滑化や歩行者の安全の確保を図るため、地域防災計画におい
て緊急輸送道路に指定している主要市道第12号線を拡幅する事業
【区間：伊奈平五丁目1番地先から伊奈平六丁目38番地先まで（延長約370
ｍ）】
【用地取得面積：約2,535㎡（幅員5.46ｍ → 12～14ｍ）】

80,435千円
（42,965千円）

　用地取得予定面積約2,535㎡に対し、本年度に新たに約82㎡
の用地取得を行い、取得済面積を約1,879㎡、進捗率を約74％
とする。
（令和5年4月1日現在　取得済面積1,797．66㎡　進捗率約
71％）

目標以上 目標どおり

12

　防災まちづくり構想に基づき、災害時には応急給食の調理や救援物資（食
料関係）の集配などを行う防災拠点として機能し、平常時には小学校給食の
調理や食育推進のための事業などを行う（仮称）防災食育センターを整備す
る事業

651,327千円
（32千円）

　令和5年10月までに解体工事を完了し、建築工事に着手す
る。

目標どおり 目標どおり

13
　子供たちが本市への理解を深めるとともにまちづくりに参画していく「ま
ちづくり学習」を、各教科等に関連付けて全小・中学校で実施する事業

1,540千円
（1,540千円）

　「まちづくり学習」への取組を通じて、市や地域への愛着
を育み、市の発展や課題について考え、問題解決に取り組む
ことができる児童・生徒を育むことを目指す。

目標どおり 目標どおり

（仮称）防災食育センター整備
事業

まちづくり学習推進事業

空家等対策計画策定事業

主要市道第12号線拡幅整備事業

3



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（多摩都市モノレール沿線まちづくり方針策定事業） 

事業の概要 

多摩都市モノレールの延伸後を見据えた持続可能なまちづくりを進めるため、沿線の

将来像等について定める、（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針を令和６年度

までの２年間で策定する事業 

これまでの 

経 過 

多摩都市モノレール関連調査事業において、令和４年１１月から令和５年１月にかけ

て、多摩都市モノレール沿線まちづくりに関するアンケート調査を実施した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９，８７３千円 

う ち 

一般財源 
９，８７３千円 

本 年 度 の 

目 標 

６月から７月にかけて開催する市民ワークショップでの意見を踏まえ、令和６年３月

末までに（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針の案を作成する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・市民ワークショップの開催（６月～

７月） 

・市民ワークショップ報告書の公表 

（９月） 

実 

 

績 

・市民ワークショップの開催（６月～７

月） 

・市民ワークショップ報告書の公表 

（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・（仮称）多摩都市モノレール沿線ま

ちづくり方針の案の作成（令和６年

３月） 

実 

 

績 

・子どもへの意見聴取（６月～令和６年

３月） 

・市内事業者への意見聴取（令和５年３

月～１２月） 

・（仮称）多摩都市モノレール沿線まち

づくり方針の案の作成（令和６年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

市民ワークショップを開催し、意見を取りまとめた各駅の将来像やイメー

ジ図を盛り込んだ報告書の作成及び公表を行った。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

子ども・市内事業者への意見聴取を実施し、市民ワークショップの意見等

も踏まえて（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針の案を作成した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ９，７０２千円 

う ち 

一般財源 
４，８５３千円 

今 後 の 

方 針 

庁内で更なる検討を進めた後、パブリックコメント等を実施し、令和６年

度中に「（仮称）多摩都市モノレール沿線まちづくり方針」を策定する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（立地適正化計画策定事業） 

事業の概要 

多摩都市モノレールの延伸を見据えた持続可能な都市づくりの実現と、防災・減災対

策に取り組むための防災指針を位置付けた、立地適正化計画を令和６年度までの２年間

で策定する事業 

これまでの 

経 過 

令和５年度予算に計上し、令和５年度早々に事業着手できるよう、プロポーザルの準

備を始め、策定支援委託業者の選定（令和５年４月）に向け調整を行った。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １２，２０３千円 

う ち 

一般財源 
３，２０３千円 

本 年 度 の 

目 標 

計画の策定に向けた検討委員会を設置し、令和６年３月までに居住誘導区域及び都市

機能誘導区域の誘導施策・誘導方針（案）を検討する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・委託業者の選定（４月） 

・検討委員会の設置（５月） 

・居住・都市機能誘導区域の検討 

（８月～９月） 

実 

 

績 

・委託業者の選定（プロポーザル方式）

（４月） 

・現況の分析と課題の整理（５月～７

月） 

・検討委員会の設置（８月） 

・居住・都市機能誘導区域の検討（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・居住・都市機能誘導区域の検討 

（１０月～１２月） 

・誘導施策・誘導方針（案）の検討 

（１２月～令和６年３月） 

実 

 

績 

・まちづくりの基本的な方向性の検討 

（１０月～令和６年３月） 

・居住誘導区域の設定・誘導方針の検討 

（令和６年１月～３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 現況の分析と課題の整理を行い、今後の誘導区域の考え方について整理を

行った。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

本年度の目標は誘導方針・誘導施策（案）の検討までであったが、居住誘導

区域の設定の段階で、根拠の整理や、区域設定の根拠となるまちづくりの方

向性から再構築する必要が生じたため、居住誘導区域の誘導の方向性まで検

討した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １１，６８２千円 

う ち 

一般財源 
３，８６２千円 

今 後 の 

方 針 

今後は、計画素案を取りまとめ、パブリックコメント・説明会を行い、令和

６年度末に計画策定を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（地域公共交通計画策定事業） 

事業の概要 

多摩都市モノレール延伸を見据えた地域公共交通計画の策定に向けて、地域の現状、

課題等の調査・分析及び延伸を見据えた交通体系の見直しの検討を行い、持続可能な公

共交通サービスを提供するため、バス路線再編に関する基本方針を取りまとめる事業 

これまでの 

経 過 

 多摩都市モノレールの延伸を見据えた公共交通の在り方について検討を進めるため、

地域の現状、課題等について調査・分析を行った。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３，０２５千円 

う ち 

一般財源 
２，１６１千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和４年度の調査検討を踏まえ、モノレール延伸後の公共交通の在り方について検討

を進めるとともに、バス路線再編の考え方を整理し、再編に関する基本方針を作成する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・延伸後の公共交通の在り方の検討

（４月～５月） 

・バス路線再編の考え方、基本方針素

案の作成（５月～７月） 

・バス路線再編素案の検討（７月～８

月） 

・バス事業者等との意見交換（不定

期） 

実 

 

績 

・延伸後の公共交通の在り方の検討（４

月～５月） 

・バス路線再編の考え方、基本方針素案

の作成（５月～８月） 

・バス路線再編素案の検討（７月～８

月） 

・バス事業者等との意見交換（４月～５

月、８月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・バス路線再編に関する基本方針案

の作成（令和６年２月） 

・バス路線再編に関する基本方針公

表（令和６年３月） 

・バス事業者等との意見交換（不定

期） 

実 

 

績 

・バス路線再編に関する基本方針案の

作成（令和６年１月） 

・バス路線再編に関する基本方針の策

定（令和６年３月） 

・バス事業者との意見交換（各社１回、

計３回） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね計画どおりの業務を遂行している。バス事業者との協議は、事業

者個別意見交換も含め計３回実施した。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 瑞穂町、東大和市及びバス事業者との意見交換を行い、地域公共交通会議

の承認議決後、３月に「多摩都市モノレール箱根ケ崎方面延伸を見据えた公

共交通の基本方針」を策定した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ３，０２５千円 

う ち 

一般財源 
２，１６１千円 

今 後 の 

方 針 

 本基本方針を踏まえ、引き続き、関係者間協議を継続しながら、令和６年

度から地域公共交通計画の策定業務を進めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 多摩都市モノレール関連事業（都市核地区土地区画整理事業） 

事業の概要 

市の都市核にふさわしいまちづくりを行うため、将来の商業核形成を誘導するべく、

住工の混在をできるだけ解消し、良好な住宅地の形成と魅力あるまちの実現を目指して、

土地区画整理の実施により道路、公園などの都市基盤整備を行う事業 

これまでの 

経 過 

平成１２年度から本事業を実施しており、地区内の権利者に協力をいただきながら、

土地の区画を整え、宅地の利用の増進を図り、道路、公園等の都市基盤の整備を行って

いる。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，６４３，３６４千円 

う ち 

一般財源 
１，２０７，５５２千円 

本 年 度 の 

目 標 

・都市計画道路７・５・３号線東側築造及び電線共同溝設置工事１件を完了する。 

・区画道路築造工事を完了する。 

・区画道路雨水管整備工事２件を完了する。 

・公共広場及び公園築造工事２件を完了する。 

・今年度対象となる権利者８名の移転促進を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・都市計画道路７・５・３号線東側築

造及び電線共同溝設置工事１件（５

月～９月） 

・区画道路築造工事（４月～９月） 

・区画道路雨水管整備工事２件（４月

～９月） 

・公共広場及び公園築造工事２件 

（９月～） 

・今年度対象となる権利者８名の移

転促進（４月～９月） 

実 

 

績 

・都市計画道路７・５・３号線東側築造

及び電線共同溝設置工事１件着手（７月

～） 

・区画道路築造工事着手（８月～） 

・区画道路雨水管整備工事１件着手（４

月～） 

・公共広場及び公園築造工事２件着手 

（９月～） 

・対象権利者の移転 

完了１件、折衝中７件 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・都市計画道路７・５・３号線東側築

造及び電線共同溝設置工事１件 

（１０月～１２月） 

・区画道路築造工事（１０月～令和６

年３月） 

・区画道路雨水管整備工事２件（１０

月～令和６年３月） 

・公共広場及び公園築造工事２件 

（１０月～令和６年３月） 

・今年度対象となる権利者８名の移

転促進（１０月～令和６年３月） 

実 

 

績 

・都市計画道路７・５・３号線東側築造

及び電線共同溝設置工事完了 

（１０月～令和６年３月） 

・区画道路築造工事完了（１０月～令和

６年３月） 

・区画道路雨水管整備工事２件完了（１

０月～令和６年３月） 

・公共広場及び公園築造工事２件完了 

（１０月～令和６年３月） 

・今年度対象となる権利者８名中４名

完了、折衝中４件（１０月～令和６年３

月） 



中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね目標どおり進捗しており、令和６年３月までに完了する見通しで

ある。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
おおむね目標どおり進捗した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 

１，２７４，４８２ 

千円 

う ち 

一般財源 

１，２０７，５５２ 

千円 

今 後 の 

方 針 
次年度以降も、事業計画に沿って計画的に推進する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ２ 進行管理者 環境部長 

事務事業名 ゼロカーボンシティ推進関連事業（ゼロカーボンシティ住宅普及促進事業） 

事業の概要 

市民の住宅における省エネルギー及び再生可能エネルギー利用の普及促進を図り、も

って市内の温室効果ガス排出抑制を推進することを目的として、遮熱性塗装工事、断熱

工事、太陽光発電システム設置及び家庭用蓄電池設置を行う市民に補助金を交付する事

業 

これまでの 

経 過 

 令和４年度まで産業観光課が窓口となり市民に交付してきた「エコ住宅化補助金」、「新

エネルギー利用機器等補助金」に、太陽光発電システム設置への補助を加えて再編し、

新たな補助制度として開始することとした。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １４，９５０千円 

う ち 

一般財源 
１４，９５０千円 

本 年 度 の 

目 標 

 令和５年６月から申請受付を開始する本制度の周知を十分に行い、補助金の交付を適

切に進める。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・補助制度の設計（４月） 

・要綱の決定、周知準備、受付準備（５

月） 

・補助金の申請受付及び交付（６月～

９月） 

実 

 

績 

・補助制度の設計（４月） 

・要綱の制定、ホームページへの掲載及

び案内チラシの配布による周知（５月） 

・補助金の申請受付及び交付（６月～９

月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・補助金の執行状況確認（適宜） 

・補助金の申請受付（１０月～令和６

年１月） 

・補助金の交付（１０月～令和６年３

月） 

実 

 

績 

・補助金の執行状況確認（適宜） 

・補助金の増額補正予算計上（１２月） 

・補助金の申請受付（１０月～令和６年

１月） 

・補助金の交付（１０月～令和６年３

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
９月末において、７，５５０千円（対予算額で約７７％）の申請があった。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

計２６８件の申請に対する交付決定手続を経て、令和６年３月末までに全

ての補助金の交付手続を完了し、執行率についても高い水準（対予算額で約

９４％）で終了することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １４，００２千円 

う ち 

一般財源 
１４，００２千円 

今 後 の 

方 針 

新年度においても、市内の温室効果ガス排出抑制の推進につなげるため、

同様の制度により、市民への補助金交付を進めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ２ 進行管理者 環境部長 

事務事業名 ゼロカーボンシティ推進関連事業（地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定事業） 

事業の概要 

ゼロカーボンシティの実現に向けて、市域における地球温暖化対策のために、市民・

事業者・行政が一体となって取り組むための方向性と具体策を示す地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）を令和６年度までの２年間で策定する事業 

これまでの 

経 過 

 本計画と同じ策定根拠法令である「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、

市の事務事業における温室効果ガス削減の取組を示した第四次地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）を策定した（令和４年３月）。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ４，１４１千円 

う ち 

一般財源 
４，１４１千円 

本 年 度 の 

目 標 
 令和６年３月までに、基礎調査をとりまとめ、令和６年度内の計画策定に備える。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・調査委託発注準備（５月） 

・調査委託業務契約（６月） 

・計画策定に向けた情報収集、市民・

事業者アンケート調査に向けた準備

等（６月～９月） 

実 

 

績 

・調査委託発注準備（５月） 

・プロポーザル方式による業務委託者

公募・審査・契約者決定（６月～７月） 

・業務委託契約手続、市民・事業者アン

ケートの発送準備（８月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・市民・事業者アンケートの配布・回

収・取りまとめ（１０月～１２月） 

・計画素案作成に向けた基礎調査（１

０月～１２月） 

・基礎調査報告書作成（令和６年１月

～２月） 

実 

 

績 

・市民・事業者アンケートの配布・回収

（１０月～１１月） 

・アンケート調査結果の取りまとめ、基

礎調査の実施（１１月～令和６年１月） 

・基礎調査報告書の作成（令和６年２

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

プロポーザル方式による業務委託者の公募・決定を経て、１０月中旬～１

１月上旬を回答期間とする市民・事業者アンケートの発送準備を行った。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね当初想定どおり各種作業を進め、市民・事業者アンケート調査結

果等を含めた基礎調査を作成し、次年度の計画策定につなげることができ

た。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ４，１１６千円 

う ち 

一般財源 
４，１１６千円 

今 後 の 

方 針 

令和５年度に取りまとめた基礎調査の内容を基に、新年度において計画策

定を進めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ２ 進行管理者 学校教育担当部長 

事務事業名 ゼロカーボンシティ推進関連事業（ゼロカーボンシティチャレンジ校補助事業） 

事業の概要 

ゼロカーボンシティチャレンジ校に指定した第三中学校区の小・中学校３校（第三小

学校、雷塚小学校、第三中学校）において、ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を

研究することを支援する事業 

これまでの 

経 過 

２０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」の実現

に向け、市内小・中学校からゼロカーボンシティチャレンジ校を指定した。（令和４年度） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９００千円 

う ち 

一般財源 
９００千円 

本 年 度 の 

目 標 

「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて、地球温暖化や環境に関する諸課題について

の理解を深め、児童・生徒自らが自発的に考え行動することを目指す。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・ゼロカーボンシティチャレンジ校

における事業計画の策定（４月～６

月） 

・「ゼロカーボンシティ」の実現に向

けた検討（７月～９月） 

実 

 

績 

・ゼロカーボンシティチャレンジ校に

おける事業計画の策定（４月～６月） 

・指定校における「ゼロカーボンシテ

ィ」の実現に向けた取組（６月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・「ゼロカーボンシティ」の実現に向

けた検討（１０月～１２月） 

・児童・生徒の取組成果（リーフレッ

ト等）の作成（令和６年１月～２月） 

実 

 

績 

・ゼロカーボンシティチャレンジ校に

おける事業計画の策定（１０月～１２

月） 

・指定校における「ゼロカーボンシテ

ィ」の実現に向けた取組（リーフレット

等の作成）（令和６年１月～２月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり指定校における「ゼロカーボンシティ」の実現に向け

た取組が進んでいる。クイズ形式で学習する等、様々な取組を通じて環境意

識の醸成を図っている。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

指定校（校区）においては、地域や様々な団体と協力して、「ゼロカーボン

シティ」の実現に向けた授業を推進した。また、総合教育会議において報告

を行った。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ９００千円 

う ち 

一般財源 
９００千円 

今 後 の 

方 針 

指定校（校区）において計画的な取組を推進するとともに、その成果を市

内学校に波及させていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（電子申請サービス活用促進事業） 

事業の概要 

市民サービスの利便性の向上及び業務の効率化を図るため、ぴったりサービス、東京

電子自治体共同運営電子申請サービス及びＳａａＳ型電子申請受付システムを活用し、

電子申請サービスの拡大を図り、行政手続のオンライン化を推進する事業 

これまでの 

経 過 

電子申請サービスについては、これまで武蔵村山市第五次情報化基本計画の推進項目

などに位置付け、拡大を図ってきた。 

また、令和４年８月には、市民等が市に対して行う申請、届出等の洗い出し調査を行

うとともに、進捗状況の管理等を行い、順次その実施に向けて取組を進め、令和５年３

月３１日時点でぴったりサービス又は東京電子自治体共同運営電子申請サービスからオ

ンラインで手続可能な件数が９３件となった。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３，１８０千円 

う ち 

一般財源 
１，６２２千円 

本 年 度 の 

目 標 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で示された「地方公共団体が優先的に

オンライン化を推進すべき手続」５０件のうち、オンライン化未了の２６件の手続につ

いて、オンライン化を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

国の「デジタル社会の実現に向け

た重点計画」で示された「地方公共団

体が優先的にオンライン化を推進す

べき手続」のうち、１０件の手続をオ

ンライン化（９月末まで） 

実 

 

績 

国の「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」で示された「地方公共団体が優

先的にオンライン化を推進すべき手続」

のオンライン化未了の２６件の手続の

うち、１７件の手続のオンライン化を行

った。 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

国の「デジタル社会の実現に向け

た重点計画」で示された「地方公共団

体が優先的にオンライン化を推進す

べき手続」のうち、１６件の手続をオ

ンライン化（令和６年３月末まで） 

実 

 

績 

国の「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」で示された「地方公共団体が優

先的にオンライン化を推進すべき手続」

のオンライン化未了の７件の手続のう

ち、３件の手続のオンライン化を行っ

た。 

※ 国の「デジタル社会の実現に向けた

重点計画」で示された「地方公共団体

が優先的にオンライン化を推進すべ

き手続」５０件のうち、２件（後援名

義の申請等及び建築確認）について、

後援名義の申請等については、国のオ

ンライン化を推進すべき手続の対象

から外れたこと、また建築確認につい

ては、オンライン化を進める中で対象

事務が都の事務であることが判明し



別記様式（第７条関係） 

たためオンライン化未了の件数から

除算している。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 目標件数以上に手続のオンライン化を行うことができているため、引き続

き、令和６年３月までに残りの手続のオンライン化を図っていく。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標件数には達しなかったが、順調にオンライン化を行うことができてい

るため、引き続き、令和６年度以降も手続のオンライン化を図っていく。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，３１２千円 

う ち 

一般財源 
１，３１２千円 

今 後 の 

方 針 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で示された「地方公共団体

が優先的にオンライン化を推進すべき手続」のオンライン化未了の４件の手

続のオンライン化を行うとともに、引き続き、他の手続についてもオンライ

ン化を図っていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 総務部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（文書管理システム・電子決裁システム導入事業） 

事業の概要 
文書管理の一元化や業務の効率化を図るため、文書管理システム及び電子決裁システ

ムを導入する事業 

これまでの 

経 過 

・文書管理システム等導入検討委員会の設置及び検討（令和３年１０月から令和４年８

月まで） 

・令和５年度実施計画への登載（令和４年１０月） 

・電子計算組織管理運営委員会による新規導入の可決（令和４年１１月） 

・公募型プロポーザルの実施及び優先契約交渉事業者の決定（令和４年１２月から令和

５年１月まで） 

・令和４年度一般会計補正予算（第７号）にシステム構築費用を債務負担行為として予

算化（令和４年１２月） 

・令和５年度当初予算にシステム使用料を予算化（令和５年３月） 

・システム導入委託業務の契約締結（令和５年３月２７日） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ２８，２０２千円 

う ち 

一般財源 
１，７８９千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和６年１月を目標としてシステムを稼働する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・要件定義の確認・検討（５月） 

・システム運用の検討（６月） 

・初期セットデータの設定（７月） 

実 

 

績 

・要件定義の確認・検討（５月） 

・システム運用の検討（６月） 

・初期セットデータの設定（７月） 

・システム運用に係る庁内調査の実施

（７月） 

・関係例規の改正検討（８月～） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・操作研修会の実施（１１月～１２

月） 

・仮稼働（１２月） 

・本稼働（令和６年１月） 

実 

 

績 

・操作研修会の実施（１２月） 

・仮稼働（１２月） 

・関係例規の改正（令和６年１月） 

・運用マニュアルの作成（令和６年１

月） 

・本稼働（令和６年１月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおりシステム構築が進んでおり、目標どおり令和６年１月

にシステムを稼働できる見通しである。 

 

 

 



期 末 評 価 

達成度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取組の 

成 果 
 目標どおり令和６年１月にシステムを稼働した。 

事業費

の実績 
総 事 業 費 ２６，１４８千円 

う ち 

一 般 財 源 
０千円 

今後の 

方 針 

 行政運営の効率化に資するため、システムの有効かつ適切な運用について

研究していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 健康福祉部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（ＡＩ相談支援システム導入事業） 

事業の概要 
相談業務の円滑な実施及び職員の負担軽減を図るため、音声認識及びデータ分析等に

より市民相談業務を支援するＡＩシステムを導入する事業 

これまでの 

経 過 

令和２年度の新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済停滞により生活困窮者等の相

談件数が前年度のおよそ２倍に増加した。相談業務の増加に伴い、記録入力作業のため

の時間外勤務が急増するなどしたため、円滑な業務の実施及び職員の負担軽減のためシ

ステムの導入を検討した。令和５年度実施計画で事業が採択され、令和５年度当初予算

に計上した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９，２０５千円 

う ち 

一般財源 
１９２千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和５年１０月にシステムを稼働する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・導入自治体への視察（４月～７月） 

・契約締結（８月） 

・職員研修及び試験運用（９月） 

実 

 

績 

・導入自治体への視察（７月） 

・契約締結（９月） 

・職員研修（９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・本稼働（１０月～） 

・システムの検証（１０月～令和６年

３月） 

実 

 

績 

・本稼働（１０月～） 

・システムの検証（１２月～令和６年３

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり進んでおり、令和５年１０月中に本稼働できる見通し

である。本稼働後はシステムの検証を進めていく。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 目標どおり１０月にシステムを稼働したが、当初は録音機器の精度の調整

等を行いながら試行錯誤しての運用となった。現在は安定的な運用ができ、

相談内容の自動記録、各種福祉施策のガイダンス機能などを活用すること

で、円滑な相談業務の実施ができている。 

 一方、相談内容の自動記録については、相談後に記録内容を確認しながら

要約する作業が必須となっており、記録入力作業に関して、期待していた水

準で職員の負担軽減が図られているとは言い難い。今後システムのレベルア

ップにより記録内容の自動要約機能が備わる予定となっているため、引続き

負担軽減に繋がるよう取り組んでいく。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ８，４９２千円 

う ち 

一般財源 
１千円 

今 後 の 

方 針 

 システムの検証を行いながら、より円滑な相談業務及び職員の負担軽減が

図られるよう取り組んでいく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 高齢・障害担当部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（遠隔手話通訳サービス導入事業） 

事業の概要 

 窓口で手話通訳を必要とする聴覚障害者の支援のため、タブレット端末を利用した遠

隔手話通訳サービスを市内３か所（本庁舎、緑が丘出張所及び市民総合センター）に導

入する事業 

これまでの 

経 過 

聴覚障害者支援のための手話通訳者は、本庁舎では週３回、市民総合センターでは週

１回のみの設置であり、手話通訳者が不在時には聴覚障害者の手続等に長時間を要する

場合があった。 

これを改善するため、デジタル技術を活用した手話通訳の導入について、先行自治体

の導入事例や企業からの提案内容等の検討を行った。 

令和５年度実施計画で事業が採択され、令和５年度当初予算に計上した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８７０千円 

う ち 

一般財源 
８７０千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和５年４月１日から、市内３か所（本庁舎、緑が丘出張所及び市民総合センター）

にタブレット端末を各１台設置し、遠隔手話通訳サービスの提供を開始する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・委託契約締結（４月） 

・市内３か所（本庁舎、緑が丘出張所

及び市民総合センター）にタブレッ

ト端末を各１台設置（４月） 

・遠隔手話通訳サービスの提供開始

（４月） 

・事業の市民への周知（市報及び市ホ

ームページ）（５月） 

実 

 

績 

・委託契約締結（４月１日） 

・市内３か所（本庁舎、緑が丘出張所及

び市民総合センター）にタブレット端末

を各１台設置（４月３日） 

・遠隔手話通訳サービスの提供開始（４

月３日） 

・事業の周知（市報５月１日号） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・遠隔手話通訳サービスの提供 

実 

 

績 

・遠隔手話通訳サービスの提供 

・市ホームページ上での周知（11月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね計画どおり実施できている。 

 ホームページによる周知は、令和５年１１月中に実施する予定である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね計画どおり事業が実施できた。利用実績としては年間利用回数：

１４回、年間利用時間：４時間１９分であった。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ５０２千円 

う ち 

一般財源 
５０２千円 

今 後 の 

方 針 

引き続き市報等で本事業の周知に努め、聴覚障害者の窓口での手続が円滑

に進むよう、事業を継続していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（学童クラブ登降所管理等システム運営事業） 

事業の概要 
保護者の利便性の向上を図るため、学童クラブにおける児童の登降所情報の管理や保

護者への連絡を電子化する事業 

これまでの 

経 過 

 学童クラブ在籍児童の登所及び降所の時刻は、保護者は全く把握できず（お迎えの保

護者を除く）、また、台風接近や降雪予報に伴う保護者への学童クラブ対応方針の通知な

どは文書を印刷し個々に紙通知を配布している。これらを改善するため、本システムの

導入の検討を進め、令和５年度実施計画で事業が採択され、令和５年度当初予算に計上

した。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，４０４千円 

う ち 

一般財源 
１，４０４千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和５年４月からシステムの運用を開始し、システムにメールアドレスを登録した保

護者への児童の登所・降所時刻の通知や学童クラブからの各種お知らせを電子メールで

送信する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・ＩＣカードによる児童の登所・降所

時間の管理を開始（４月） 

・スマートフォン等のメールアドレ

スをシステムに登録した保護者への

通知を開始（７月下旬） 

実 

 

績 

・運用開始（４月１日） 

・保護者への登録案内開始（７月中旬） 

・学校の工事に伴う対応や台風接近に

伴う対応等のメール送信（７月中旬～８

月中旬） 

・アンケート機能の活用（８月下旬） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・台風接近や降雪予報等に伴う学童

クラブの対応、育成料の納付案内な

どの事務連絡を、適宜システムの登

録メールアドレスを活用して電子メ

ールとして送信 

実 

 

績 

・オンライン申請のお知らせや育成料

の納付案内のメール送信（１１月、１２

月） 

・降雪予想に伴う、学童クラブの対応の

連絡（令和６年２月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

システムの運用開始から各種機能の活用まで順調に進んでおり、保護者の

登録率も上半期で８０％以上を達成している。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

保護者へ登所・降所の連絡をすることで安心感が得られ、利便性の向上に

つなげることができた。保護者の登録率は 92.4％となった。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，３９４千円 

う ち 

一般財源 
１，３９４千円 

今 後 の 

方 針 

システムの機能拡張（アプリ上での欠席連絡等）を進め、保護者の利便性を

さらに向上させる。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ４ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（出産子育て応援事業） 

事業の概要 

出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発信を行うことを通じて必

要な支援につなぐ伴走型相談支援と、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し出産育

児関連用品の購入費等の負担軽減を図る経済的支援を一体として実施する事業 

これまでの 

経 過 

・各種様式等の決定 

・令和４年度補正予算及び令和５年度当初予算における事業経費の計上 

・必要物品等の購入 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １００，５３０千円 

う ち 

一般財源 
１，１０６千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和５年４月から、伴走型支援として妊娠届出時等の各種面談を行うとともに、経済

的支援として出産・子育てギフトを支給する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

【伴走型支援】 

・妊娠届出面談及びこんにちは赤ち

ゃん面談の開始（４月） 

・インターネットを用いた面談の環

境整備（４月～５月） 

・妊娠８か月面談の開始（５月） 

【経済的支援】 

・出産・子育て応援ギフトの配布開始

（４月） 

・遡及支給対象者に対する申請書等

の送付（４月～５月） 

・死産・流産等をされた方に対するギ

フトを現金支給するため６月補正予

算に計上（４月～６月） 

・遡及支給対象者に対する出産・子育

て応援ギフトの配布（５月～６月） 

実 

 

績 

【全般】 

・事業実施要綱施行（４月） 

【伴走型支援】 

・妊娠届出面談及びこんにちは赤ちゃ

ん面談の開始（４月） 

・Ｗｅｂ会議システムライセンス契約

（４月） 

・オンライン面談用ＳＩＭ契約（５月） 

・妊娠８か月面談の受付開始（９月） 

【経済的支援】 

・出産・子育て応援ギフトの配布開始

（４月） 

・遡及支給対象者に対する申請書、ギフ

ト等の送付を開始（４月～５月） 

・死産・流産をされた方に対するギフト

を現金支給するための補正予算計上及

び要綱改正（６月～７月） 



下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・伴走型支援の継続実施（１０月～令

和６年３月） 

・経済的支援の継続実施（１０月～令

和６年３月） 

・次年度の事業実施にいかすため、問

題点や課題等を整理（令和６年１月

～３月） 

実 

 

績 

・伴走型支援の継続実施（令和５年１０

月～令和６年３月） 

・経済的支援の継続実施（令和５年１０

月～令和６年３月） 

・問題点や課題等を整理（令和６年３

月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

８か月面談について、Ｗｅｂ会議システム契約後の初期設定や東京共同電

子申請・届出サービス関連事務等に時間を要したが、おおむね目標どおり計

画を実行できている。 

なお、上半期の出産・子育て応援ギフト配布人数は次のとおりである。 

  

ギフト種別 令和４年度出生（遡及）分 令和５年度出生分 

出産応援ギフト （妊娠５万円）３７８人 （妊娠５万円） １０１人 

子育て応援ギフト （出産５万円）３８４人 （出産１０万円）１０６人 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

上半期に確立した運用体制を基に、おおむね目標どおり計画を実行できて

いる。 

なお、令和５年度の出産・子育て応援ギフト配布人数は次のとおりである。 

  

ギフト種別 令和４年度出生（遡及）分 令和５年度出生分 

出産応援ギフト （妊娠５万円）３７９人 （妊娠５万円） ５２４人 

子育て応援ギフト （出産５万円）３８５人 （出産１０万円）２９３人 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６１，５１８千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 

 本事業は、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して相談できる体制を構築

し、全ての妊婦及び子育て家庭が安心して出産・子育てできる環境を整備す

るために重要なものであり、今後も継続して実施する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ４ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（バースデーサポート事業） 

事業の概要 

健診等の行政が関わる機会が少ない１歳児を養育する家庭に対し、子育てに関するア

ンケートを実施し、家庭状況の把握、子育て支援に係る情報提供を行うとともに、アン

ケートに回答した家庭に対し、バースデー贈呈品（こども商品券）を配布する事業 

これまでの 

経 過 

・各種様式等の決定 

・令和５年度当初予算における事業経費の計上 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９，９５６千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和５年６月から、１歳児の誕生月の翌月にアンケートを実施し家庭状況の把握及び

子育て支援に係る情報提供を行うとともに、その回答確認後、バースデー贈呈品を配布

する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・封筒・バースデー贈呈品等の発注

（４月） 

・バースデー贈呈品及び消耗品等の

購入（４月～５月） 

・対象者抽出方法の確認（５月） 

・対象者の抽出作業開始（６月） 

・対象者へのアンケートの送付開始

（６月） 

・アンケートによる家庭状況の把握

等及びバースデー贈呈品送付（７月） 

実 

 

績 

・封筒、バースデー贈呈品及び消耗品等

の購入（４月～６月） 

・対象者の確認、抽出及びアンケート兼

申請書等を送付開始（６月） 

・アンケートによる家庭状況の把握及

び贈呈品の送付開始（７月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・アンケートによる家庭状況の把握

等及びバースデー贈呈品送付の継続

実施（１０月～令和６年３月） 

・次年度の事業実施にいかすため、問

題点や課題等を整理（令和６年１月

～３月） 

実 

 

績 

・アンケートによる家庭状況の把握等

及びバースデー贈呈品送付の継続実施

（令和５年１０月～令和６年３月） 

・次年度の事業実施にいかすため、問題

点や課題等を整理（令和６年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね計画どおりに事業を実施できている。 

なお、上半期におけるバースデー贈呈品の送付実績は次のとおりである。 

区 分 商品券単価 件 数 合 計 額 

第１子 １０，０００円 ４６件 ４６０，０００円 

第２子 ２０，０００円 ５３件 １，０６０，０００円 

第３子以降 ３０，０００円 ４５件 １，３５０，０００円 

合計  １４４件 ２，８７０，０００円 

  



期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね計画どおりに事業を実施できている。 

なお、令和５年度におけるバースデー贈呈品の送付実績は次のとおりであ

る。 

区 分 商品券単価 件 数 合 計 額 

第１子 １０，０００円 １１０件 １，１００，０００円 

第２子 ２０，０００円 １２３件 ２，４６０，０００円 

第３子以降 ３０，０００円  ９８件 ２，９４０，０００円 

合計  ３３１件 ６，５００，０００円 

  

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６，８９５千円 

う ち 

一般財源 
０千円 

今 後 の 

方 針 

本事業は、家庭状況を把握し、及び子育て支援に関する情報提供を行う機

会を創出し、もって子育て世帯に対する相談支援体制を強化するためにも重

要なものであり、今後も継続して実施する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ４ 進行管理者 子ども家庭部長 

事務事業名 子育て家庭支援事業（子どもの医療費助成事業） 

事業の概要 
乳幼児、学齢児童に加え、高校生等の医療費の自己負担を軽減するため、保険診療に

係る医療費を助成する事業 

これまでの 

経 過 

・子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正を実施（高校生等を助成対象に追加）

（令和４年９月） 

・市報１月１日号にて、令和５年４月１日から「高校生等医療費助成」が開始されるこ

とを周知（令和５年１月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３８５，４３０千円 

う ち 

一般財源 
８１，５２８千円 

本 年 度 の 

目 標 

・令和５年４月から高校生等医療費助成を開始する。 

・子育て世帯に対する負担を更に軽減させるため、現在、所得制限が設けられている義

務教育就学児医療費助成制度（マル子）について、令和５年１０月１日から所得制限を

撤廃する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・高校生等医療費助成制度の開始（４

月） 

・マル子の所得制限撤廃に係るシス

テム改修（６月） 

・マル子の所得制限撤廃について市

民に周知・申請受付（７月） 

実 

 

績 

・高校生等医療費助成制度の開始（４月

１日） 

・マル子の所得制限撤廃に係るシステ

ム改修（６月１９日） 

・マル子の所得制限撤廃について市民

に周知・申請受付（７月１２日） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・マル子の所得制限撤廃開始（１０

月） 

実 

 

績 

・マル子の所得制限撤廃開始（１０月１

日） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 両事業とも目標どおり事業を遂行することができており、対象者には医療

証を発行することができている。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標どおり事業を遂行することが出来、遅滞なく対象者に有効な医療証を

発行することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ３３７，２４５千円 

う ち 

一般財源 
５３，９１６千円 

今 後 の 

方 針 

子育て世帯に対する負担を更に軽減させるため、令和６年度にはマル子と

マル青の自己負担について撤廃するなど助成事業を継続していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

年度 令和５年度 № ５ 進行管理者 総務部長 

事務事業名 職員の資質向上推進事業 

事業の概要 
職員一人一人の可能性を引き出す取組として、人材育成及び職場環境の整備（メンタル

ヘルス対策）を推進するとともに、新たな取組について検討する事業 

これまでの 

経 過 

平成３１年３月に武蔵村山市人材育成基本方針を、令和２年１１月には武蔵村山市職員

倫理の指針を改定するとともに、これまで新任研修、係長研修、管理者研修、コンプライ

アンス研修、マイナンバー研修等、毎年数多くの研修を実施してきた。令和４年度からは

メンタルヘルス研修を追加し、令和５年２月からはメンター制度（試行）を開始している。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ６，４６１千円 

う ち 

一般財源 
６，４６１千円 

本 年 度 の 

目 標 

【人材育成】 

・各種研修の実施 

 新任研修等庁内研修及び東京都市町村職員研修所等への派遣研修等、能力開発の各段階

において多様な研修の機会を提供し職員の能力開発を図る。 

・職場内研修（ＯＪＴ）の強化 

 ＯＪＴ指導者を配置し、業務を通じて新任職員の指導育成を行うともに、指導者の指導

力向上を図る。 

・メンター制度 

 新任職員の気軽な相談役・助言者として先輩職員（メンター）を配置し、対話を通じて

新任職員の自発的成長を支援するとともに、先輩職員の指導力向上を図る。 

【メンタルヘルス対策】 

・メンター制度 

 本格実施に向け実施状況調査及び制度案作成等を行い、相談しやすい職場環境の整備を

推進する。 

・復職プログラム制度 

 各市の実施状況等調査及び制度（試行）案作成を行い、休職者の職場復帰を支援する。 

・こころの健康相談 

 実施回数を増加しメンタルヘルス不調の予防対策を強化する。 

・メンタルヘルス研修 

 一般職員及び管理職を対象にメンタルヘルス研修を実施し、意識及び技術の向上を図

る。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各種研修の実施（５月～９月） 

・職場内研修（ＯＪＴ）の強化（５月） 

・メンター制度（試行）実施状況の聞

き取り、制度周知、メンター研修等実

施（５月） 

・復職プログラム制度各市実施状況

等調査（７月～８月） 

・メンタルヘルス研修の実施（８月） 

実 

 

績 

・各種研修の実施（５月～９月） 

・メンター制度（試行）実施状況の聞き

取り、制度周知、メンター研修等実施（５

月～９月） 

・復職プログラム制度各市実施状況等調

査（７月～９月） 

・メンタルヘルス研修の実施（８月～９

月） 



・こころの健康相談実施（５月～９

月） 

・こころの健康相談実施（５月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各種研修の実施（１０月～令和６年

３月） 

・メンター制度案等の作成(１０月～

令和６年３月） 

・復職プログラム制度(試行）案作成

（１０月～令和６年３月） 

・こころの健康相談実施(１０月～令

和６年３月） 

実 

 

績 

・各種研修の実施（１０月～令和６年３

月） 

・メンター制度案等の作成(７月～令和

６年３月） 

・復職プログラム制度(試行）案作成（１

０月～令和６年３月） 

・職場内研修（ＯＪＴ）の強化（１２月） 

・こころの健康相談実施(１０月～令和

６年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

庁内研修を見直し、コンプライアンス研修のｅラーニング化、会計年度任

用職員向け接遇研修及び管理職向けメンタルヘルス研修等の追加実施を行う

こととし、経費節減を図るとともに人材育成の取組を強化することとした。

メンター制度については、実施状況の聞き取りにより制度案の作成及び制度

周知を実施した。その他事業については概ね目標どおりの進捗である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

メンター制度については、試行開始に伴い新たにメンター・メンティ研修

を実施。アンケート調査を実施しおおむね好評を得ている。OJT 指導者配置に

ついては、メンティへの聞き取り等によると、先輩職員等が新任職員に対し

て、適切に OJT を実施している状況が確認されたことから、OJT 指導者の配

置を見送ることとし、OJT 担当者研修を追加して実施した。 

職場復帰プログラムについては、令和５年度に骨子案を作成し、令和６年

度中の試行開始に向け、職員衛生委員会において審議を継続している。ここ

ろの健康相談については、職場復帰後３か月程度継続して面談を実施し、円

滑な職場復帰を図った。その他事業については概ね目標どおりの進捗である。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ５，０８６千円 

う ち 

一般財源 
５，０８６千円 

今 後 の 

方 針 

国の人材育成基本方針策定指針の改定に伴い、本市の人材育成基本方針の

見直しに向け庁内検討委員会を組織し検討するとともに、管理職向け「人材

マネジメント研修」を実施する。その他「モチベーション向上研修」等新た

な研修を導入し、より効果的な庁内研修を実施する。OJT 強化については指導

者を配置するとともに、引き続き OJT 研修を実施する。メンター制度につい

ては、マッチングの時期や定期的な職員課への実施状況報告等制度を見直し、

試行を継続する。 

職場復帰プログラムについては、引き続き職員衛生委員会の意見を踏まえ

ながら、令和６年度中の試行開始を目指す。こころの健康相談については、

さらに実施回数を増加し、メンタルヘルス不調の未然防止の充実を図る。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ６ 進行管理者 市民部長 

事務事業名 おくやみコーナー設置事業 

事業の概要 
遺族の負担軽減を図るため、死亡後における各種手続の総合窓口となる「おくやみコ

ーナー」を設置する事業 

これまでの 

経 過 

・死亡・相続ワンストップサービス検討委員会の開催（令和４年８月及び１０月） 

・死亡・相続ワンストップサービス検討結果報告書提出（令和４年１２月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８，８６９千円 

う ち 

一般財源 
１，２３０千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和５年度中におくやみコーナーを設置し、運用を開始する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

【予算】 

・９月補正予算見積書提出（７月上

旬） 

【契約】 

・申請書作成支援・事前申請システム

に係るプロポーザル事前協議（６月

上旬） 

・プロポーザル審査委員会（７月上

旬） 

・プロポーザル１次審査及び２次審

査（８月上旬～中旬） 

・システム導入委託契約（９月中旬） 

【その他】 

・システムに登録する帳票数に係る

調査の実施（５月） 

・設置場所の選定（６月） 

・帳票ファイルの提出（９月） 

実 

 

績 

【予算】 

・９月補正予算見積書提出（７月２６

日） 

【契約】 

・申請書作成支援・事前申請システムに

係るプロポーザル事前協議（７月５日） 

 

・プロポーザル審査委員会（７月７日） 

 

・プロポーザル１次審査及び２次審査

（７月２５日、８月１７日） 

・システム導入委託契約（９月２７日） 

【その他】 

・システムに登録する帳票数に係る調

査の実施（５月１０日） 

・設置場所の選定（６月１６日） 

・帳票ファイルの提出（９月２０日） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

【契約】 

・備品購入に係る契約依頼（１０月） 

 

・テレビ窓口システム契約締結請求

（１０月） 

【その他】 

・電源、設置場所等の環境構築（１１

月中旬） 

・申請書作成支援・事前申請システム

機器搬入及び設置（令和６年１月中

実 

 

績 

【契約】 

・備品購入に係る契約依頼（１１月２８

日） 

・テレビ窓口システム契約締結請求（１

月２５日） 

【その他】 

・電源、設置場所等の環境構築（１０月

１５日） 

・申請書作成支援・事前申請システム機

器搬入及び設置（令和６年２月１日） 



旬） 

・おくやみコーナー設置要綱の制定

（令和６年１月） 

・窓口対応のデモンストレーション

（令和６年２月中旬） 

・運用開始（令和６年３月上旬） 

 

・おくやみコーナー設置要綱の制定（令

和６年２月２９日） 

・窓口対応のデモンストレーション（令

和６年２月下旬） 

・運用開始（令和６年３月４日） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね当初の計画どおりに進めており、目標に掲げた今年度中のおくや

みコーナーの運用開始を実現できる見込みである。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね当初の計画どおりに進められ、目標どおり令和５年度中（３月４

日）に運用を開始し、３月中に２５件の利用があった。利用者からは利用に

対して「満足」という評価を得ている。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ５，３７５千円 

う ち 

一般財源 
５，３７５千円 

今 後 の 

方 針 
 効果測定を行い、よりよい運用ができるように必要に応じて改善を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ７ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 村山温泉「かたくりの湯」の在り方検討事業 

事業の概要 
村山温泉「かたくりの湯」の現状を多角的に分析し、今後の在り方について検討する

事業 

これまでの 

経 過 

・令和４年度に令和５年度以降の指定管理者を募集（応募なし） 

・令和５年３月に武蔵村山市立温泉施設在り方検討委員会の第１回会議を開催 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９，１６０千円 

う ち 

一般財源 
９，１６０千円 

本 年 度 の 

目 標 

令和５年１１月までに検討委員会から市長に報告し、令和６年３月までに市の方針を

策定・公表する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・検討委員会での検討（５月～９月） 

実 

 

績 

・検討委員会での検討（第２回～第４

回、５月～８月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・検討委員会での検討（１０月～１１

月） 

・市長への報告（１１月） 

・市の方針（素案）の意見公募（１２

月） 

・市の方針の策定及び公表（令和６年 

３月） 

実 

 

績 

・検討委員会での検討（第５回～第６

回、１０月～１１月） 

・市長への報告（１１月） 

・市の方針の策定及び公表（令和６年 

２月～３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね計画どおりに進んでいるため、引き続き計画どおり実施してい

く。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 かたくりの湯の現状について分析をし、今後の在り方について検討を行う

ことができた。現状施設を維持し、必要な施設改修を行い、令和７年度中の

運営再開を目指すこととした。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ７，７４３千円 

う ち 

一般財源 
７，７４３千円 

今 後 の 

方 針 

 令和７年度中の運営再開を目指して、施設の改修及び事業者の募集・選定

を行っていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ８ 進行管理者 協働推進部長 

事務事業名 地域農業経営基盤強化促進計画策定事業 

事業の概要 

地域の農業の将来の在り方や目指すべき将来の農地利用の姿を明確にし、農地の集約

化等を進めるため、地域農業経営基盤強化促進計画を令和６年度までの２年間で策定す

る事業 

これまでの 

経 過 
東京都の説明会に参加 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３，０９５千円 

う ち 

一般財源 
３，０９５千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和６年３月までに、アンケート調査と座談会を実施し、各取りまとめを行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・業務委託基本方針の策定（５月） 

・プロポーザル方式による業者の選

定（５月～６月） 

実 

 

績 

・業務委託基本方針の策定（５月） 

・プロポーザル方式による業者の選定

（６月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・地権者へのアンケート調査の実施

（９月～１１月） 

・農業者等の座談会の開催（１２月～

令和６年１月） 

・アンケート調査等の取りまとめ 

（令和６年３月） 

実 

 

績 

・地権者へのアンケート調査の実施 

（１０月～１２月） 

・農業者等の座談会の開催（令和６年２

月～３月） 

・アンケート調査等の取りまとめ 

（令和６年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

アンケート調査等の取りまとめに向けて引き続き計画どおり実施してい

く。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

地権者へのアンケート調査の結果を踏まえて、座談会を開催し、目標地図

作成のための意見聴取を行うことができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ２，９７０千円 

う ち 

一般財源 
２，９７０千円 

今 後 の 

方 針 

アンケート調査結果及び座談会での意見を基に検討会を開催し、令和７年

３月までに地域農業経営基盤強化促進計画の策定を行う。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ９ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 榎地区まちづくり事業 

事業の概要 

安全・安心な交通ネットワークの構築を軸としたまちづくりの展開を見据え、道路網

の拡充によるアクセス強化等を図るために、立川都市計画道路３・４・１７号桜街道線

を整備する都市計画道路事業 

これまでの 

経 過 

・説明会及び戸別訪問の開催（計７回）（平成２９年～令和４年度） 

・都市計画決定（令和３年１１月３０日） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ９８，０７７千円 

う ち 

一般財源 
５０７千円 

本 年 度 の 

目 標 

・都市計画事業認可を取得し、補償調査及び地権者へ意向の再確認を行う。 

・土質調査、設計等及び各種協議を踏まえ整備に向けた検討及び調整を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・住民説明会の実施（４月、８月） 

・補償調査の実施（５月～９月） 

・事業認可の取得（７月） 

・土質調査及び設計等（５月～９月） 

実 

 

績 

・住民説明会の実施（４月、７月） 

・補償調査の実施（５月～９月） 

・事業認可の取得（６月） 

・土質調査及び設計等（５月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・土質調査及び設計等（１０月～令和

６年３月） 

・補償調査結果の戸別訪問による報

告（１０月～） 

・意向の再確認（令和６年１月～３

月） 

実 

 

績 

・土質調査及び設計等（１０月～令和６

年３月） 

・補償調査結果の戸別訪問による報告

（１０月、１１月） 

・意向の再確認（令和６年１月～３月） 

 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

事業認可の取得及び住民説明会を２回開催した。補償調査については実施

中である。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり各業務を同時に進行しており、令和６年度に繋げてい

ける状況である。 

 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ９８，０４３千円 

う ち 

一般財源 
４７３千円 

今 後 の 

方 針 

 今後も早期供用開始を目指し、各業務の進捗管理を行いながら地権者など

に寄り添った対応に努めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １０ 進行管理者 都市整備部長 

事務事業名 空家等対策計画策定事業 

事業の概要 
空家等に関する対策を効果的かつ効率的に推進するため、空家等対策計画を策定する

事業 

これまでの 

経 過 
空家等実態調査を実施した。（令和４年度） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８，２５０千円 

う ち 

一般財源 
４，３２６千円 

本 年 度 の 

目 標 

策定委員会及び庁内検討委員会を設置し、令和６年３月までに空家等対策計画を策定

する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・策定委員会及び庁内検討委員会の

設置（４月） 

・空家等対策計画（素案）の検討 

（４月～９月） 

実 

 

績 

・策定委員会及び庁内検討委員会の設

置（４月） 

・空家等対策計画（素案）の検討（４月

～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・空家等対策計画（素案）の検討 

（１０月～１１月） 

・意見公募の実施（１１月） 

・空家等対策計画（案）の検討 

（１２月～令和６年２月） 

・空家等対策計画の策定及び公表 

（令和６年３月） 

実 

 

績 

・空き家対策計画（素案）の検討 

（１０月～１１月） 

・意見公募の実施 

（１１月１５日～１２月１５日） 

・空家等対策計画（案）の検討 

（１２月～令和６年２月） 

・空家等対策計画の策定及び公表 

（令和６年３月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 おおむね目標どおりに検討が進んでおり、目標としている令和６年３月ま

でに空家等対策計画を策定できる見込みである。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 計画どおりに検討を進め、目標どおりに令和６年３月に空家等対策計画の

策定を行い、公表した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ８，２５０千円 

う ち 

一般財源 
２，９２３千円 

今 後 の 

方 針 

 空家等対策計画に基づき、専門家等による相談窓口の設置など、各施策を

実施する。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １１ 進行管理者 建設管理担当部長 

事務事業名 主要市道第１２号線拡幅整備事業 

事業の概要 

交通処理の円滑化や歩行者の安全の確保を図るため、地域防災計画において緊急輸送

道路に指定している主要市道第１２号線を拡幅する事業 

【区間：伊奈平五丁目１番地先から伊奈平六丁目３８番地先まで（延長約３７０ｍ）】 

【用地取得面積：約２，５３５㎡（幅員５．４６ｍ → １２～１４ｍ）】 

これまでの 

経 過 

・説明会の開催（計５回）（平成２１年度～平成２６年度） 

・補償等調査の実施（平成２７年度） 

・用地取得の開始（平成２９年度～） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ８０，４３５千円 

う ち 

一般財源 
４２，９６５千円 

本 年 度 の 

目 標 

用地取得予定面積約２，５３５㎡に対し、本年度に新たに約８２㎡の用地取得を行い、

取得済面積を約１，８７９㎡、進捗率を約７４％とする。 

（令和５年４月１日現在 取得済面積１，７９７．６６㎡ 進捗率約７１％） 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・上半期に新たに約２㎡の用地取得

を行い、進捗率を約７１％とする。 

実 

 

績 

・新たに約６２㎡の用地取得を行い、進

捗率は約７３％となった。 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・下半期に新たに約８０㎡の用地取

得を行い、進捗率を約７４％とする。 

実 

 

績 

・新たに約２㎡の用地取得を行い、進捗

率は約７３％となった。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上  

取 組 の 

成 果 

約６２㎡の用地取得を行い、計画を大きく上回った。年度目標である進捗

率約７４％達成に向け、引き続き事業推進を図る。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 今年度の取得面積は合計で１，８６１．２９㎡となり、進捗率は約７３％

と概ね計画を達成した。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ６０，２９６千円 

う ち 

一般財源 
２８，２３９千円 

今 後 の 

方 針 
早期に地権者と合意形成を行い、引き続き事業推進を図る。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １２ 進行管理者 教育部長 

事務事業名 （仮称）防災食育センター整備事業 

事業の概要 

防災まちづくり構想に基づき、災害時には応急給食の調理や救援物資（食料関係）の

集配などを行う防災拠点として機能し、平常時には小学校給食の調理や食育推進のため

の事業などを行う（仮称）防災食育センターを整備する事業 

これまでの 

経 過 

・武蔵村山市防災まちづくり構想の策定（令和２年３月） 

・（仮称）武蔵村山市防災食育センター整備工事に伴う実施設計（令和４年３月） 

・建築・電気設備・機械設備工事請負契約締結（令和４年１２月） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ６５１，３２７千円 

う ち 

一般財源 
３２千円 

本 年 度 の 

目 標 
令和５年１０月までに解体工事を完了し、建築工事に着手する。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・厨房設備工事請負契約締結（６月） 

・給食用備品供給契約締結（９月） 

・配送車両供給契約締結（９月） 

実 

 

績 

・厨房設備工事請負契約締結（６月１４

日） 

・給食用備品供給契約締結（９月７日） 

・配送車両供給契約締結（９月７日） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・解体工事完了（１０月） 

・建築工事着手（１０月～） 

・防災食育センター備品整備基金へ

の積立て（令和６年３月） 

実 

 

績 

・解体工事完了（７月２４日） 

・建築工事着手（７月２５日） 

・防災食育センター備品整備基金への

積立て（令和６年３月８日） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 
目標どおり進行できており、下半期も順調に遂行できる見通しである。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

解体工事完了から建築工事着手まで順調に進行したのち、基礎の工程でや

や遅延が生じたが、工期内での竣工は見通せる状況で進行している。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 ２９４，９６７千円 

う ち 

一般財源 
８７，８２１千円 

今 後 の 

方 針 
令和７年度の運用開始を目指し、引き続き適切に事業を進めていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 



別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № １３ 進行管理者 学校教育担当部長 

事務事業名 まちづくり学習推進事業 

事業の概要 
子供たちが本市への理解を深めるとともにまちづくりに参画していく「まちづくり学

習」を、各教科等に関連付けて全小・中学校で実施する事業 

これまでの 

経 過 

全小・中学校において総合的な学習の時間等を通して、まちづくり学習に取り組むこ

ととした。（令和４年度） 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 １，５４０千円 

う ち 

一般財源 
１，５４０千円 

本 年 度 の 

目 標 

「まちづくり学習」への取組を通じて、市や地域への愛着を育み、市の発展や課題に

ついて考え、問題解決に取り組むことができる児童・生徒を育むことを目指す。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・学校からの依頼があった際の対応

等について庁内各課への周知・依頼

（４月） 

・各校での「まちづくり学習」への取

組（４月～９月） 

実 

 

績 

・学校からの依頼があった際の対応等

について庁内各課への周知・依頼を図っ

た。（４月） 

・各校からの庁内各課への依頼用のフ

ォームを整備し、各校での「まちづくり

学習」への取組を進めた。（４月～９月） 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

・各校での「まちづくり学習」への取

組（１０月～１２月） 

・学習成果の発表等（令和６年１月～

２月） 

実 

 

績 

・各校において学習に取り組んだ。 

・各校の学習成果を校長会において発

表、共有した。また、総合教育会議にお

いて成果報告を行った。（令和６年２月） 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

おおむね目標どおり各校における「まちづくり学習」への取組が進んでい

る。学校から講師依頼等の連絡があった際にも、内容を精査した上で担当課

へつないでいる。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 各校では学校の実態に応じて様々な実践を行った。地域や大型商業施設等

と連携した取組を推進することができた。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，５４０千円 

う ち 

一般財源 
１，５４０千円 

今 後 の 

方 針 

 各校（校区）での実践を共有しながら、より地域と密接に連携した学習が

推進できるよう計画・実行していく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 
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